
平成２４年度鳥取県農業農村担い手育成機構 事業報告 

 

Ⅰ 組織運営の方針 

 

 

１．組織管理の改革 

① 平成２５年度からの公益法人への移行の準備を行った。 

②「県の機構改革プラン」に即し、業務及び財務について平成２４年度以降からの抜本的な改革

を行った。 

③ 農業の担い手育成に関して情熱を有し、善意によって協力をしていただくことが可能な者の参

画のあり方を検討し、指導農業士会との連携を強化した。 

 

 

 

２． 組織の運用 

① 人と農地に関する業務は難易度の高い専門的な業務であることを十分に自覚し、「受持分担

一心同体」を合言葉に、チーム制による柔軟な組織運営を行った。 

② 職員全員が、担い手育成と農地業務の基礎知識を有する専門スタッフとして、実績を積み上

げながら業務を改善した。 

③ 県、市町村、各農業団体、各円滑化団体等との積極的な連携を図り、各市町村の地域再生協

議会にオブザーバーとして参加する他、県再生協議会の農地担い手ＰＴの事務局を担当した。 

④ 理事長が、県の「がんばる地域プラン審査会」に参画し、地域ぐるみでの担い手育成を推進し

た。 

 

 

 

３．人員の配置 

① ２４年度から、事務局次長兼担い手支援課長として、県職員の派遣を受けた。 

② 機構職員ＯＢの吉田幸三氏、花山英夫氏、松岡昭博氏は、引き続き非常勤講師（無報酬）とし

て辞令を交付し研修等の後方支援の協力をお願いした。 
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Ⅱ 担い手育成に関すること 
 
 ①就農相談から各種研修、定着を総合的に実施する専門機関として、ＪＡ（県内外の就農相談会
に同席）、農業改良普及所（総合支援班を窓口とした相談情報の共有）、農業大学校、市町村
等との連携と情報の共有化を中心的かつ積極的に推進した。 

 ②就農開始のための４要素（農地、資本、技術、労働力）のうち、農地を扱う専門性を特に明確
にし、各市町村再生協議会との連携を強化した。 

 
１ 就農相談活動 
（１）就農相談活動の全体実績 

○就農相談員２名を設置（富山文好（東・中部）、矢倉利明（西部））し、就農相談活動を実
施した。 

 ＜相談件数＞ 
相  談  形  態  別 ２４年度計 ２３年度 

来庁 相談会 電話 Ｅﾒｰﾙ 普及所 その他 （延べ件数） 実績 

６７件 １５１件 ２０件  ７件 １２件 ２１件 ２７８件 

（３４７件） 

２８６件 

（３４９件） 

◎相談会の内訳 
 大阪相談会（7･2 月） 
 東京相談会（6･10･1 月） 
 IJU ﾀｰﾝ Big 相談会 
  （7･10･2 月） 

 
36 人 
30 人 
52 人 

 

  
鳥取相談会（6･8･11 月） 
倉吉相談会（4･9･12 月） 

   米子相談会（5･10･2 月） 
農大（11月） 
環境大合同企業説明会（2月） 

 
13 人 
9 人 
10 人 
6 人 
5 人 

   ＜相談の傾向＞ 
    ・農業に関する基本情報収集を目的とした初期段階の相談：３割 
    ・就農地、就農品目の絞り込み、自身の営農・生活イメージを固めるための相談：６割 
  ・鳥取県での就農意思を固めた上での施策活用に関する具体的相談：１割 

 
○今までの就農相談者のうち、平成２４年度に新規就農等した者の状況 
・農業研修を開始した者 ３９名（うちＩターン者 １８名） 
・新規就農した者    ２１名（うちＩターン者 １２名） 

  
 ＜新規就農した者の概要＞ 

 就農前 就農後 就農作目  就農前 就農後 就農作目 

１ 鳥取県 伯耆町 露地野菜・稲作 12 大阪府 米子市 露地野菜 

２ 大阪府 日南町 施設野菜 13 岡山県 鳥取市 施設野菜 

３ 大阪府 大山町 施設野菜 14 愛知県 湯梨浜町 果樹 

４ 鳥取県 境港市 露地野菜 15 大阪府 北栄町 露地野菜 

５ 鳥取県 南部町 露地野菜 16 鳥取県 鳥取市 稲作・露地野菜・花

６ 鳥取県 米子市 露地野菜 17 大阪府 智頭町 果樹・露地野菜 

７ 大阪府 米子市 露地野菜 18 鳥取県 八頭町 露地野菜 

８ 鳥取県 日吉津村 稲作・施設野菜 19 富山県 鳥取市 露地野菜 

９ 鳥取県 大山町 露地野菜 20 兵庫県 鳥取市 果樹・露地野菜 

10 鳥取県 大山町 露地野菜 21 鳥取県 鳥取市 露地野菜 

11 島根県 大山町 露地野菜    
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（２）プレ視察研修・体験の推進 
 ①就農支援情報の発信 
○就農までの流れや各種支援策を掲載したパンフレットを作成・配布した。 

  ・作成部数：  5,500 部  
・配布部数：約 4,000 部（約 1,500 部は機構保有し、相談会等での相談対応時に配布） 
＜主な配布先＞ 
市町村、県関係機関（総合事務所、県外事務所、農業大学校等）、JA、農業高校等 

 
   ②農業視察研修の実施 
    ○鳥取県での就農希望者を対象に、県内新規就農者の経営視察研修を３回開催した。 

○就農までの準備や苦労、現在の経営状況等について、先輩農家から経験談として直接聞 
くことができ、参加者からは、今後の就農準備や検討の視点として大変参考になった 
との声が高く、好評であった。 

    ○参加者のうち、１３名が平成２４年度中に農業研修を開始し、就農への１歩を踏み出し
た。 
＜開催状況＞ 

  ・東部地区視察研修（H24.8.19）   １７名参加 
  ・中部地区視察研修（H24.11.10～11）２２名参加 
  ・西部地区視察研修（H25.3.10）   １７名参加 

 
   ③｢農｣と｢食｣の視察体験研修の実施 
    ○一般消費者を対象に、農業現場の実態や食について理解を深めていただくことを目的

に、農業と農産物加工の体験研修を１回開催した。 
      ＜内容＞ 
      ・豆腐、おはぎの加工体験 
      ・花の寄せ植え体験 
      ・直売所視察 

○東部地区（鳥取市、岩美町、八頭町、若桜町）より１３名の参加があった。参加者か 
らは、農家への感謝の気持ちが再認識できた等の感想をいただき、非常に好評であっ
た。 

 
 
２ 新規就農者等研修事業 
（１）鳥取へＩＪＵ！アグリスタート研修事業 
○県内での就農希望者を農業研修生として機構が雇用し、先進農家等を受入先とした技術習得 
のための実践現地研修を実施した。 
○第５期研修より新たに追加研修制度を創設。１年間の研修では、独立就農のための技術習得
が不十分な研修生６名に対し、追加研修を実施した。 

○第５期研修において、初めて果樹（梨）の新規就農者が育成できた。その背景には、アグリ
スタート研修での実践技術習得以前に、農業大学校での基礎習得期間（短期研修の受講）が
あったことがあげられる。永年果樹における新規就農者育成において、有効な研修体系が確
認できたことから、第６期研修においても、梨、ブドウを就農予定品目とする農業大学校短
期研修修了生２名を採用した。 

○研修生の採用にあたっては、鳥取に縁のある者（U ﾀｰﾝ者、鳥取に親戚・知人がいる I ﾀｰﾝ者
等）の採用を重視してきており、定着率の向上に確実につながっている。 
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 ＜これまでの研修実施状況＞ 
 採用者数 

（Ａ） 
 卒業者数  就農者数  全体定着率 

（B/A*100） うち 
IJU ﾀｰﾝ 

うち 
IJU ﾀｰﾝ 

（Ｂ） うち 
IJU ﾀｰﾝ 

第１期 
(H21.9～H22.8) 

１５ ９（ 60%） １２ ８    ４  ３ 27% 

第２期 
(H22.4～H23.3) 

１５ １３（ 87%） １１ ９    ７   ６ 47% 

第３期 
(H22.9～H23.8) 

 ９ ９（100%）  ８   ８    ３   ３ 33% 

第４期 
(H23.2～H24.1) 

１０ ６（ 60%）  ９ ５    ８   ５ 80% 

第５期 
(H24.2～H25.1) 

１７ １０（ 56%） １６    ９ １６   ９ 94% 

合計 ６６ ４７（71%） ５６ ３９ ３８ ２３ 58% 

 
 ①平成２４年度の研修実績 
○第５期生本格研修（10 ヶ月）   ：Ｈ24年 4 月～Ｈ25 年 1 月 、研修生 17名 
○第５期生追加研修（ 2 ヶ月）      ：Ｈ25 年 2 月～3月 、研修生 6名 
○第６期生トライアル研修（ 2 ヶ月）：Ｈ25年 2 月～3月 、研修生 18名 

 項  目 内      容 予算額（円） 
5 期本格:20 名 

5 期追加:10 名 

6 期ﾄﾗｲｱﾙ:20 名 

実績額（円） 
5 期本格:17 名 

5 期追加:6名 

6 期ﾄﾗｲｱﾙ:18 名 

1 研修生への

手当 

研修生雇用支援事業 

＜１人当りの事業費＞ 本格研修及び追加研修 

ア 給  与     H24. 9 まで  114,000 円/月 

         H24.10 以降  115,000 円/月 

イ 住居手当等（上限）       33,000 円/月 

ウ 労働保険,社会保険 H24.9 まで 23,640 円/月 

           H24.10 以降 24,343 円/月 

46,007,000 31,731,152

2 受入農場研

修指導員の

設置 

研修指導員設置事業 

先進農家等の受入先に「研修指導員」を設置し、農

業研修生の農業技術習得のための体制を整備 

受入農場研修指導員への謝金定額 40,000 円/人/月

10,400,000 8,616,363

3 農大研修の

実施 

農業大学校サポート研修費助成事業 

独立して就農、生活していくために必要な知識、ノ

ウハウを得るための集合研修（各受入先での実践研

修の補完）を実施 

○ アグリスタートサポート研修（1 泊 2 日×3 回） 

 ・市町村公社が実施する研修制度の研修生も参

集の上実施 

 ・主なカリキュラム 

   就農への心構え、農地確保の進め方、就農計

画作成の進め方、経営者セミナー（先輩農

  294,000 95,765
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家による講話）、サバイバル料理教室 

○ 大型農業機械研修（講習：5 日間、検定） 

合   計  56,701,000 40,443,280

4 研修支援員

の設置 

機構に研修支援員２名を配置し、研修生に寄り添

い研修指導員をサポートしながら研修実施上の課

題、就農に向けての問題解決を支援 

○ 研修指導員、関係機関との調整 

○ 研修生の課題解決への助言 

○ 研修カリキュラム全体の企画立案等 

○ 集合研修の運営 

機構運営費（農地・担い手業務推

進費）へ計上 

 
 ②研修生の概要 
    ア 第５期生（研修期間：Ｈ24 年 2月～Ｈ25 年 1 月） 

採用者１７名、研修終了者１１名、追加研修受講者６名 
研修生 研修前

住所 

IU ﾀｰ

ﾝの別 

研修地 就農地 

(就農予定地) 

研修終了後の状況等 

Ａ（40） 

Ｂ（33） 

Ｃ（29） 

Ｄ（53） 

Ｅ（58） 

Ｆ（37） 

Ｇ（25） 

Ｈ（33） 

Ｉ（37） 

Ｊ（26） 

Ｋ（26） 

Ｌ（29) 

 

Ｍ（46） 

Ｎ（30） 

Ｏ（39） 

 

Ｐ（25） 

 

Ｑ（23） 

岡山県 

鳥取県 

大阪府 

大阪府 

鳥取県 

鳥取県 

島根県 

鳥取県 

大阪府 

鳥取県 

鳥取県 

大阪府 

 

鳥取県 

鳥取県 

京都府 

 

兵庫県 

 

大阪府 

I ﾀｰﾝ 

U ﾀｰﾝ 

I ﾀｰﾝ 

I ﾀｰﾝ 

－ 

－ 

I ﾀｰﾝ 

－ 

I ﾀｰﾝ 

－ 

－ 

I ﾀｰﾝ 

 

－ 

－ 

I ﾀｰﾝ 

 

I ﾀｰﾝ 

 

I ﾀｰﾝ 

鳥取市鹿野町 

湯梨浜町 

北栄町 

米子市 

米子市 

米子市 

大山町 

南部町 

米子市 

大山町 

大山町 

八頭町 

 

鳥取市河原町 

北栄町 

米子市 

 

日野町 

 

倉吉市 

鳥取市鹿野町 

湯梨浜町 

北栄町 

米子市 

日吉津村 

米子市 

大山町 

南部町 

米子市 

大山町 

大山町 

八頭町 

 

（八頭町） 

（北栄町） 

（米子市） 

 

（日野町） 

 

― 

認定就農者（葉物周年栽培）   知人が鳥取市在住 

認定就農者（梨）   実家が湯梨浜町の梨兼業農家 

認定就農者（長いも、ｽｲｶ等） 母親の実家が北栄町 

認定就農者（白ﾈｷﾞ) 

認定就農者（水稲等） 

認定就農者（水稲、白ﾈｷﾞ） 

認定就農者（ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ）         妻の実家が大山町 

認定就農者（白ﾈｷﾞ等） 

認定就農者（白ﾈｷﾞ） 

認定就農者（ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ） 

認定就農者（ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ） 

追加研修を経て H25.4 就農(認定就農者(白ﾈｷﾞ、花他))

                             知人が鳥取市在住 

追加研修を経て H26.2 就農予定（ﾄﾏﾄ,ｷｭｳﾘ,葉物野菜）

追加研修を経て H25.8 就農予定（ｽｲｶ、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ） 

追加研修を経て H25.8 就農予定（葉物野菜） 

                     父親の実家が米子市

追加研修を経て H25.8 就農予定（原木しいたけ） 

                             鳥取大学農学部卒

追加研修を受講したが H25.5 末で研修中止予定 

                     父親の実家が倉吉市
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    イ 第６期生（研修期間：Ｈ25 年 2月～Ｈ26 年 1 月） 
採用者２０名が研修中 

研修生 研修前

住所 

IU ﾀｰﾝの別 研修地 研修品目 

Ａ（28） 

Ｂ（41） 

Ｃ（36） 

Ｄ（20） 

Ｅ（40） 

Ｆ（27） 

Ｇ（43） 

Ｈ（46） 

Ｉ（34） 

Ｊ（44） 

Ｋ（27） 

Ｌ（33) 

Ｍ（48） 

Ｎ（36） 

Ｏ（36） 

Ｐ（30） 

Ｑ（35） 

Ｒ（43） 

Ｓ（54） 

Ｔ（30） 

鳥取県 

鳥取県 

大阪府 

鳥取県 

鳥取県 

鳥取県 

三重県 

鳥取県 

鳥取県 

東京都 

鳥取県 

鳥取県 

大阪府 

鳥取県 

広島県 

島根県 

鳥取県 

鳥取県 

鳥取県 

鳥取県 

U ﾀｰﾝ（大阪府より） 

－ 

I ﾀｰﾝ 

U ﾀｰﾝ（ｶﾅﾀﾞより） 

－ 

－ 

I ﾀｰﾝ 

－ 

U ﾀｰﾝ（愛知県より） 

U ﾀｰﾝ 

I ﾀｰﾝ（青森県より） 

U ﾀｰﾝ（長野県より） 

I ﾀｰﾝ 

－ 

U ﾀｰﾝ 

U ﾀｰﾝ 

I ﾀｰﾝ（東京都より） 

－ 

I ﾀｰﾝ（東京都より） 

I ﾀｰﾝ（岡山県より） 

鳥取市河原町 

八頭町・鳥取市 

八頭町 

鳥取市鹿野町 

鳥取市青谷町 

鳥取市気高町 

北栄町 

琴浦町 

北栄町 

倉吉市 

琴浦町 

北栄町 

湯梨浜町 

江府町 

米子市 

米子市 

米子市 

米子市 

大山町 

米子市 

ﾄﾏﾄ、ｷｭｳﾘ、葉物野菜、白ﾈｷﾞ 

ﾄﾏﾄ、白ﾈｷﾞ、黒大豆 等 

白ﾈｷﾞ、花 等 友人が智頭町で就農 

葉物野菜 

白ﾈｷﾞ、水稲、葉物野菜 等 

白ﾈｷﾞ、はま茶 等 

ｽｲｶ、花    祖父母が鳥取県出身 

ﾐﾆﾄﾏﾄ 

ﾌﾞﾄﾞｳ、白ﾈｷﾞ 

ｽｲｶ、ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 他 

梨 妻の実家が琴浦町の梨専業農家 

白ﾈｷﾞ 

ｲﾁｺﾞ 

白ﾈｷﾞ 

白ﾈｷﾞ 

白ﾈｷﾞ 

白ﾈｷﾞ     米子市在住者と結婚 

白ﾈｷﾞ 

ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ    両親の実家が大山町 

白ﾈｷﾞ     米子市在住者と結婚 

 
（２）鎌、鍬等技能の基礎研修 
  ○アグリスタート研修生を対象に、農作業に必須となる基本的農機具の使い方、技能訓練とし

て２回実施した。 
  ○第１回目の研修は、農業大学校において実施（H24.4）。研修生の基礎トレーニングとして、

ロープの結び方、鎌の研ぎ方、鍬の使い方、トラクターの運転操作基礎について実習を行っ
た。 

  ○第２回目の研修は、米子市彦名干拓地において実施（H24.9）。草刈機の使い方（体の使い
方）を研修の上、草刈り選手権大会を開催した。 

 
（３）機構保有地活用就農自立促進研修事業 
  ○アグリスタート研修生及び修了生２名を対象に、機構が農地保有合理化事業によって借り入

れた農地を活用し実践的な研修を行い、研修生の就農と自立を支援した。 
  ○実践研修に必要な種苗費、農薬費、肥料費、施設・機械借入料、労賃等の生産経費は、農地

保有合理化事業のうち農地継承円滑化事業を活用し、機構が負担した。 
 
   ＜事業の実施状況＞ 
    ①アグリスタート４期研修修了生 Ａ氏 
     ・アグリスタート研修中に米子市内の約 80a の農地を就農予定地として機構が確保 
     ・Ａ氏は、機構の従業員として、就農品目である白ねぎの実践研修を H23.8～H25.1 ま

で実施。 
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          ・Ａ氏が栽培基準よりも密植で定植したことにより品質、収量成績に悪影響を及ぼした
上、出荷調整が不慣れで労賃が嵩んだ。これにより、販売収入が生産経費を下回った。 

 
    ②アグリスタート５期研修生 Ｂ氏 
     ・スイカ、ブロッコリーでの就農を目指し、北栄町にてアグリスタート研修追加研修中 
     ・北栄町妻波地内の 16a の農地を就農予定地の一部として機構が確保し、H24.8～H25.2

まで当該農地にてブロッコリーの実践研修を実施。 
     ・Ｂ氏は栽培基準、受入農家の指導に従った栽培管理を徹底し、販売収入が生産経費を

上回る成績となった。 
 
 
３ 農の雇用新規就業者定着支援事業 
 農業新規就業支援員を１名設置し、農業法人等に新たに雇用された新規就業者の雇用状況を
把握するとともに、農業への定着を促進した。 

（１）訪問した事業体数 
  H24 計画：７４事業体 
H24 実績：５３事業体（東部 4、中部 31、西部 18） 
※H24 独立就農意向のある研修生を雇用する事業体を中心に訪問 

    ※農業新規就農支援員１名は、H24 年 12 月末までの雇用 
 
（２）新規就業者の動向（H21～H24） 
 ①事業採択者数  ３７４名 
 ②現在就農者数  ２１０名 
（研修期間満了後離職者 ５０名、研修中止者 ９４名、独立就農者数 ２５名） 

 ③今後の独立就農希望者数 ２９名 
 
 
４ 就農支援資金貸付事業 
（１）就農支援資金貸付事業 
    認定就農者に対する就農支援資金(就農研修資金)貸付制度を運用しているが、平成 24年度

の新規貸付実績は無かった。 

区 分 
就農支援資金 

備 考 
件数 金額(千円) 

前 年 度 末 貸 付 残 高 145 50,293  
 新 規 貸 付 0 0  
本年度実績 貸付金償還額 56 2,550 うち完了 3 件 

 償還免除額 138 14,407 うち完了 36 件、4,290 千円 

本 年 度 末 貸 付 残 高 106 33,336  
   ※ Ｈ７～２４年度の貸付累計 275 件 317,000 千円 

 
（２）就農支援資金償還免除事業 

 就農支援資金（就農研修資金）を借受け後、一定期間（５年以上）就農した者の償還金の猶 
予及び免除を実施した。 
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区 分 
就農支援資金 

備 考 
件数 金額(千円) 

前 年 度 末 猶 予 額 延べ 366 15,326  
 新規猶予額 92 9,140  

本年度実績 償還免除額 121 14,407  
 補助金返還額 1 108 免除対象者１名の離農による返還 
本 年 度 末 猶 予 額 延べ 336 9,951  

 
 
５ 青年就農給付金（準備型）給付業務【Ｈ２４新規事業】 
  県が認める研修機関（農地利用集積円滑化団体）又は県立農業大学校で研修を受ける農業研修 
生（就農予定が４５歳未満に限る）に対し、機構が給付機関となり、研修期間中年間１５０万円 
を給付した（最長給付期間：２年）。 

  
  ＜実施業務＞ 
   ①研修計画審査会の設置・開催 
     給付希望者から提出される研修計画書の審査を実施するため、審査会を設置し、計３回

開催した（8月 20 日、12 月 11 日、12月 26 日）。 
    （審査員） 
     ・担い手育成機構 上場理事長（審査会長） 
     ・鳥取県農林水産部経営支援課 稲本農林技師 
     ・鳥取県農業協同組合中央会 増尾農政広報部長 
     ・鳥取県農業会議 倉益次長 
 
   ②給付希望者、保護者との事前面談 
    ○研修計画の提出を受け、給付希望者本人の就農への意欲、熱意を確認 
    ○農大学生については保護者とも面談を行い、制度の再説明とともに、就農への合意状況

や就農支援の考え方について意向を確認 
 
   ③研修実施状況の確認（10月、3月） 
   ○給付対象者、研修指導者との面談により、技術の習得状況、就農に向けた準備状況等を

確認 
 
 ＜H24 給付実績＞ 

研修機関 給付者 給付金額 
（千円） 

給付者の進路 

県立農業大学校 11 名 17,250 独立就農：1名 
法人就業：3名 
ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修へ：2名 
引き続き準備型研修：5名 

(財)鳥取市ふるさと農業公社  5 名   6,000 独立就農：3名 
引き続き準備型研修：2名 

(財)岩美町農業振興公社  1 名    1,500 独立就農：1名 
合計 17 名   24,750  

   ※研修期間の設定によって、１ヶ月分（125,000 円）を減額して給付している者がある。 
   ※国の方針により、Ｈ25 上期研修期間分（750,000 円）を前倒給付している者がある。 
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６ 組織活動促進事業 
（１）農村青年会議活動促進事業 
  ○農村青年会議等が行う青年農業者の資質向上や会員相互の連携と団結を図る活動に助成し

た。 
    ○県では、青年や新規就農者を巡る組織のあり方について抜本的見直しに着手したところであ

り、今後、その動向を踏まえて、機構が行う助成の考え方についても再検討する。 
 
   ＜H24 助成実績＞ 

区 分 助成額(円) 活 動 内 容 

中部農村青年連合(20 名) 100,000 夏･冬のつどい、勉強会(視察：福井県)、交流会（兵庫県） 
米子地区農村青年会議連
絡協議会 (29 名) 100,000 夏･冬のつどい、 先進地視察(静岡県、愛知県) 
鳥取県農村青年会議連絡
協議会 (42 名) 105,094 夏･冬のつどい、 全国段階の研修会等への会員の派遣 

３協議会計 305,094  
 
（２）新規就農者グループ活動促進事業 
   新規に就農した者がグループを結成し、就農後の情報交換や資質の向上を図る活動に助成し
た。 

助成グループの名称 助成額(円) 活 動 内 容 

とっとりふるさと就農舎
同窓会(12 名) 

 50,000 研修修了生が集い、農薬使用や白ねぎ
栽培のポイントに関する研修会、懇親
会を開催した。 

会見農村青年会議(4 名) 50,000 南部町内の青年農業者、新規就農者の
情報交換の場として、初めての交流会
を開催した。 

２グループ計 100,000  
 
（３）担い手グループとの連絡調整活動 
   機構の活動対象である担い手農家の経営状況やニーズを把握の上、今後の業務展開に活かす
ため、担い手農家により構成されるグループ活動に参加した。 

グループの名称 内容 

西部水田経営者会議（20 経営体） 構成員として総会参加（H25.1） 
鳥取県農業法人協会（14 法人） 構成員として総会参加（H25.3） 

 
 
７ 小農具リサイクル活用基礎調査事業 
○農業委員会、円滑化団体、ＪＡ等と連携し、規模縮小農家等を対象に、無償で譲渡可能な中古 
機械の情報提供を求め、新規就農者への提供等を実施した。 

 ○鳥取市湖山池周辺地域の畑作営農への転換に伴い、不要となる機械等の情報をアグリスタート
研修生・修了生に提供し、動力噴霧器の確保を支援した。 
○情報提供チラシの作成・配布：2,300 部 
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 ○H24 の中古農機具情報取扱実績 
中古農機具名 提供農家 活用状況 

トラクター（16PS）１台 智頭町農家 機構で保有しｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修生（修了生）が共同利用 
ビニールハウス １棟 北栄町農家 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ情報提供中 
運搬車 １台 北栄町農家 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ提供 
管理機 １台 北栄町農家 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修修了生へ提供 
動力噴霧器  ３台 鳥取市農家 ｱｸﾞﾘｽﾀｰﾄ研修生・修了生へ提供 
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Ⅲ 農地の保有合理化に関すること 

 
 １．基本的な方針 

① 市町村の地域農業再生協議会へ出席し、市町村の状況把握に努め、市町村における人・農
地プランの作成を積極的に支援した。 

② 機構改革プランに則して、農地業務の専門機関として、市町村では対応困難な事案を実施
した。 

 
２．農地保有合理化事業 

(1) 農地利用集積円滑化団体等との連携活動 
ア 農地利用集積円滑化団体は、農業委員会と異なり系統組織がないことから、機構が中心
となって農地利用集積円滑化団体の育成を推進した。 

   ① 5月に各市町村農地利用集積円滑化団体等を対象とした農地利用調整実務担当者研修
会を、県農業再生協議会と共同開催した。 

   ② 県農業再生協議会の農地・担い手プロジェクトチーム会議を開催し、人と農地の課題
解決を推進した。（３回開催） 

  イ 各市町村の農地利用集積円滑化団体と、農地業務の役割分担を明確にして事業を実施す
る事を計画していたが十分に行う事が出来なかった。今後の課題として取り組む必要が
ある。 

 
  (2) 農地等売買等事業 

  ア 農用地の買入・売渡事業 

区分 
Ｈ２４年度 
実績金額 
(千円) 

Ｈ２３年度 
実績金額 
(千円) 

備考 

担い手支援事業 
買入 24,747 11,816 

全国協会借入資金 
売渡 16,948 24,358 

単独事業 
買入 14,579 41,330 

県信連借入資金 
売渡 28,393 31,045 

※事業区分 
①担い手支援事業 (全国協会の無利息融資資金で対応。) 
耕作地がおおむね 1ｈａ以上団地形成するよう、認定農業者が売買により農地集積
を行った場合を支援した。 

      ②単独事業 （県信連より農地買入資金を借入れ対応。借入利息は農家負担。） 
担い手支援事業に該当しない農家が、売買により農地集積を行う場合で、機構の事
業介入が必要な特別案件で支援を行った。 
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 （年度末保有状況) 

  
区 分 

前年度末保有量 本年度買入 本年度売渡 本年度末保有量 

件数 
面積 
(ha)

金額 
(千円)

件数 
面積 
(ha)

金額 
(千円)

件数 
面積 
(ha)

金額 
(千円)

件数 
面積 
(ha)

金額 
(千円)

担い手       (7)  (16,780)    
支援事業 1 0.2 400 13 7.6 24,747 9 5.0 16,948 7 2.8 8,367 

単 独       (16)  (28,069)    
事 業 5 3.2 14,547 12 2.7 14,579 16 5.8 28,393 1 0.1 1,057 

       (23)  (44,849)    
合 計 6 3.4 14,947 25 10.3 39,326 25 10.8 45,341 8 2.9 9,424 

  ※１．売渡欄の( )は、買入時件数及び買入価格である。 
２．年度末保有量は、売渡し相手方が決まっており、本年度売渡しを行わなかったもの。 

 
 
（市町村別 売買事業実施状況） 
（買入実績）   （売渡実績）  

市町村名 件数 面積(ha)  市町村名 件数 面積(ha) 

1 鳥取市 6 1.9  1 鳥取市 8 1.8 

2 岩美町 1 0.2  2 八頭町 1 0.5 

3 八頭町 2 0.5  3 湯梨浜町 2 0.3 

4 倉吉市 1 1.5  4 琴浦町 4 1.6 

5 湯梨浜町 2 0.3  5 境港市 1 0.3 

6 琴浦町 3 1.3  6 大山町 9 6.3 

7 米子市 1 0.3  合計 6 市町村 25 10.8 

8 境港市 1 0.3      

9 大山町 6 3.7      

10 日野町 2 0.3      

合計 10 市町村 25 10.3      

   ※１．１０市町村で農地の買入を実施した。 
２．新規買入実施市町村 
① 岩美町振興公社との連携により、岩美町で認定農業者へ水田集積を実施した。 
② 境港市で認定農業者（白ネギ農家）へ中海干拓地の売渡しを実施した。 
３．機構の農地先行取得による中間保有機能のメリットを活用 
① 倉吉市、米子市、日野町で、認定農業者が取得予定の農地を機構が買入れ中間保有
し、取得予定農家へ一時貸付けを行い、農家の営農計画に沿った規模拡大を支援した。 

② 出し手農家は土地代金を早く受け取れるうえ、譲渡取得税の控除、登記費用の軽減
等のメリットも受ける事ができ喜ばれた。 

③ 一方取得予定農家も、対象農地を利用しながら土地取得のための資金準備に余裕が
もて、不動産取得税の軽減など税制面での優遇措置や、登記費用の軽減等のメリット
もあり喜ばれた。 
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イ  農用地の借入・貸付事業  
 ① 賃借料一括前払金 

（全国協会借入資金） 
 
 
 
 
 

② 平成 24 年度実績 

区   分 
件 数 面 積（ha） 賃 借 料（千円） 

借 入 貸 付 

担い手 

支援事業 

一括前払 

(賃借料は年額) 
17 34 145.0 4,595 

内 24 年前払分 1 1 0.3 169 

年  払 306 144 198.5 11,388 

単独事業 年  払 45 35 36.9 2,474 

 年払いの合計 351 179 235.4 13,862 

総 計 368 213 380.4 18,457 

 
※ 事業区分 

①担い手支援事業 
ア 認定農業者が、おおむね 1ｈａ以上団地形成し、６年以上の利用権設定で農地集積し
た場合の支援を行った。 
イ 賃借料一括前払いの資金は、全国協会より無利息資金の借入れを行い実施した。 
 

    ②単独事業 
ア 担い手支援事業の要件に該当しないが、機構の事業介入が必要な場合に支援を行っ
た。 
イ 事業に必要な業務費は県より補助を受け実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ24 年度実績 
(千円) 

Ｈ23 年度実績 
(千円) 

1,692 2,300 
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（参考） 
市町村別 賃貸借事業実施業況 

借入 貸付 面積 借入 面積 借入 貸付 面積 借入 貸付 面積 貸付 面積
件 件 10ａ 件 10ａ 件 件 10ａ 件 件 10ａ 件 10ａ

1 鳥取市 4 3 18.2 - - 1 1 3.2 3 2 15.0 - -

2 八頭町 1 1 12.3 - - - - - 1 1 12.3 - -

3 倉吉市 43 11 155.8 29 99.4 - - - 14 4 56.4 - -

4 湯梨浜町 2 2 6.0 2 2 6.0 - - - - -

5 北栄町 10 6 39.0 3 9.9 1 0 1.7 6 5 27.4 - -

6 琴浦町 59 20 186.7 41 101.8 - - - 18 16 84.9 - -

7 米子市 137 52 333.2 61 149.6 13 4 19.2 62 24 92.8 (8) (71.6)

8 境港市 1 8 131.8 - 98.5 - - - 1 7 33.3 (8) (131.8)

9 伯耆町 27 10 96.5 27 96.5 - - - - - - - -

10 大山町 61 87 1,858.5 19 223.6 3 1 4.3 39 75 1,630.6 - -

11 日南町 2 2 538.4 - - - - - 2 2 538.4 - -

12 江府町 21 11 428.0 21 428.0 - - - - - - - -

合計 12市町村 368 213 3,804.4 201 1,207.3 20 8 34.4 146 136 2,491.1 (16) (203.4)

中海干拓地関連
(内数）その他の担い手市町村名

貸借
岡野農場関連 アグリ研修生関連

 
１．鳥取市で水田での果樹栽培利用事案を支援した。（地権者へ賃借料 10 年一括前払い）。 
 
２．県西部から中部にかけ広域的に農地集積を行う大規模経営体（岡野農場）の賃貸借を支援した。 

（米子市、伯耆町、江府町、大山町 、 新規実施市町：琴浦町、倉吉市、北栄町） 
 ① 岡野農場は、「耕作放棄地発生防止・解消活動表彰事業」において、平成２４年４月２０日

付けで農林水産大臣賞を受賞した。 
 ② 平成２５年１月２５日に日本農業法人協会の顧問税理士 森税理士を米子市に招き、岡野農

場への経営コンサルティングを実施した。 
   当該コンサルティングの結果に基づき、平成２５年４月に機構が関係機関による対策会議を

実施した。 
 ③ 岡野農場経営面積について、平成２３年は１６０ha、平成２４年は１８０ha、平成２５年の

計画では２１０ha と、毎年２０ha 以上の規模拡大を機構が支援している。 
 
３．米子市、湯梨浜町でアグリ５期生の就農地を、倉吉市でアグリ５期生の就農予定地を機構が借
入れ、その農地で実践的な研修を行い、研修生の就農と自立を支援した。 

 
４．県所有干拓農地の貸付けを行い、弓浜地区の農地利活用を支援した。 

※ 市町村別賃貸借事業実施状況の干拓地関連の数値は全体数値の内数。 
 
 
 
 
 
 

 

- 14 -



 
(2) 農地継承円滑化事業 

 ① 機構が農地売買等事業により借入れ又は買入れた農地を活用して、アグリスタート研修
生の実践的な研修を行い、研修生の就農と自立を支援した。 

   ② アグリ研修生が研修後に就農を予定する農地を機構が中間保有し、研修生は機構の従業
員として当該農地を利用し実践研修を実施した。 
③ 実践研修に必要な種苗代、薬剤費、肥料費、施設・機械の借入料、労賃等の生産経費は
機構が負担した。 
④ 実践研修の生産物は機構が販売し、かかった生産経費から販売収入を差し引いた額が赤
字となった場合に、国と県より助成を受ける。（助成対象期間２年以内） 

※ 研修奨励金として長谷川 5期生へ交付した。 
◎補助の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 

研修生 作目・面積 
生産経費 

（千円） 

生産物収入 

（千円） 

国助成額 

（千円） 

県助成額 

（千円） 

機構負担額 

(千円) 

木本 

4 期生 

春ﾈｷﾞ 16a 

夏ﾈｷﾞ 10a 

秋冬ﾈｷﾞ

20a 

資材費等 549 

1,011 294 0 873 

労賃 756 

出荷資材費等 

[補助対象外] 
873 

木本 4期生分合計 2,178 1,011 294 0 873 

長谷川 

5 期生 ﾌﾞﾛｯｺﾘｰ 

10a 

資材費等 118 

332 

※1△211 0 0 20 

機械等ﾘｰｽ料 3 

出荷資材費等 

[補助対象外] 
20 

長谷川 5期生分合計 141 121 0 0 20 

総  計 2,319 1,132 294 0 893 

①販売物収入が生産経費（助成対象経費）の1/2以下の場合

国庫補助額

50万円

県補助額

30万円

（50万円－20万円）

1/2

1/2

生産経費

100万円

販売収入額

20万円

②販売物収入が生産経費（助成対象経費）の1/2を超える場合

６５万円

国庫補助額

35万円

県補助額

０万円

（50万円－50万円）

1/2

1/2

生産経費

100万円
販売収入額

50万円

15万円（50万円-15万円）
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Ⅳ 中海干拓農地に関すること 

 

 

１．実施状況 

 

① 平成２４年７月末に、平成２５年度からの公益法人への移行のため、中海干拓地の未販売農地を県に

売渡し、平成２４年８月からは業務委託を受け、県保有干拓農地の管理及び販売・利活用を推進した。 
 

② 業務推進のために機構が、現地ニーズを的確に把握することが重要であり、昨年実施したアンケート

の回答における購入農家を始め、順次一般農家へ聞取りの対象を拡大し、ニーズの把握を行った。 
 

③ 昨年度から、県と共同で設置している「中海干拓地営農再生協議会」において、関係機関と連携しなが

ら業務を推進した。 

 

 

２．鳥取県への売渡しと新体制の開始 

     

① 県は、「機構改革プラン」 の方針に基づき、機構の保有する 24.8ｈａ （弓浜工区 13.3ｈａ、彦名工区 11.5

ｈａ）を取得し、機構は県有地の管理業務を受託した。 

 

② 県は鑑定評価による実勢価格 157,910 千円で、機構保有干拓地を取得した。 

  なお、県は 157,910 千円の財源として、機構に貸し付けていた合理化事業強化基金 147,500 千円を活用

することとし、機構が 147,500 千円を返却し、差額の 10,410 千円は県の一般財源を充当した。 

 

③ 機構は、県からの借入金559,426千円について、県からの土地代金157,910千円と県の要請により自己

財源（基金）を取崩した 10,410 千円の合計 168,320 円を県へ返済した。県は不足分の貸付金 391,106 千

円の債権を放棄した。 

 

④ 県は、８月以降には、県有農地を鑑定評価による実勢価格を基に単価を定め、機構の農地保有合理化

事業によって販売を開始した。（ただし、彦名干拓地は、排水不良対策工事が完了する平成 26 年度以降

に弓浜干拓地と同様な方法で単価を定め販売を開始する。） 

 

⑤ 彦名干拓地（米子）では、干拓地内の貸し借り、売買ともに機構が仲介し、弓浜干拓地（境港）では売渡

済み農地の一般的な貸し借りは、主に境港市農業公社（円滑化団体）が、広域的や特殊な貸し借り、売

買については機構が仲介することとした。 
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  【 農地売渡しと県貸付金の債務免除等の手続き 】 

区 分 内 容 金額(千円) 備  考 

長期借入金 H23.4～H24.7（土地代、管理費、水利代） 562,326  

○県からの長期借入金については、干拓地の売渡と県の債権放棄等により整理した。 

干拓地の売渡 24.8ｈａ（弓浜工区 13.3ｈａ、彦名工区 11.5ｈａ） 168,320 H24.8 末返済 

債務免除 県貸付金の債務免除 391,106  

貸付水利代 Ｈ24 年度貸付け分の水利代 2,900 H24.12末返済

計  562,326  

 

 

３．県有農地の維持管理 （委託） 

    ○県へ売渡し後の２４年８月から、県有農地の維持管理を県より委託を受けて行った。 
 

区 分 内 容 金額（千円） 備 考 

県有農地管理費 県有農地 24.8ha の管理費

（0.8 人分） 

2,976 県 10/10 

農地再生補完整備費 新規参入者に対する小規
模な修繕・補修費 

0 県 10/10 

合計  2,976  

    ○H24 年度は弓浜工区、彦名工区とも県有農地のスプリンクラー損傷等はなく、補完整備はしなかった。 

 

 

４．販売・利用促進対策 （補助） 

     ○干拓農地の利活用（貸付・売渡）促進を図り、干拓地営農の再生の促進を図った。 
 

区 分 内 容 金額(千円) 備  考 

利活用促進活動費 機構活動費（1.95 人分）と 
総務関係業務費 

 （0.3 人分） 

5,287 県 10/10 

 

ＰＲ資料作成費 売り出し等 PR のための
看板の設置 

221 県 10/10 

販売促進対策 
 
 
 
新規就農者育成対策

 未販売農地を３年以内
で借受けた後買受ける
農家に対して、貸付料の
全額を助成する。 
 未貸付の農地を 3 年以
上借受ける新規就農者
に対して、3 年間貸付料
の半額を助成する。 

0 県 10/10 
 
 

合計  5,508  

〇H24 年度は販売促進対策対象買受者及び新規就農者育成対策対象新規就農借受者はなかった。 

●桑本干拓農地調整員の特別相談業務により、干拓地の利用調整を行い、利用権を設定した。 

 （特別相談業務） 

   県有地の買受（10 月）、借受（11 月）希望者の募集 
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５．干拓地の貸付  【 農地保有合理化事業に計上 】  

 機構保有地として貸付していた未売地について貸付を行い、８月１日以降は県有農地として引き続き貸付け

された。 

区 分 
未売地 一時貸付 

利活用率 保全・管理地 

面積(ha) 件数 面積(ha)  

弓浜工区 13.32 8 13.18 99％の貸付け 0.14ha 

彦名工区 11.53 9 8.29 72％の貸付け 3.24 ha 

合 計 24.85 17 21.47  3.38ha 

 ※彦名工区の一時貸付には、農家への貸付 8 件、7.16ha のほか、農林水産省の残土置場

使用地 1 件、1.13ha を含む。 

 

① 引き続き、一時貸付を実施しながら、利活用の促進を図った。 

② 保有農地の荒廃農地化を防ぐための除草等の維持管理に努め、２４年度は、雑草の成長状況に柔

軟に対応できるよう、７月末までの３回の除草作業を一括契約した。 

 

 

６．県保有地の売買  【 農地保有合理化事業に計上 】 

  ８月以降の県有干拓地について、干拓農地調整員、合理化推進員により、農家への聞き取り調査を継続し

たところ２戸購入希望者の情報を得ることができた。1 戸は、資金調達計画が難しく断念されたが他の 1 戸が、

３ヶ年計画で毎年1筆ずつ買い受けることに繋がった。この結果県有干拓地一筆（3,142㎡）を機構が仲介し合

理化事業により売渡しを行った。 

 なお、既存の借受け耕作者には、24 年度の耕作は保証した。 
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